
はじめに

２００７年は景気回復の年といわれた。しかし企業の経営実態から見ると，こ

の景気回復は勝ち組企業と負け組み企業として分類される２つのタイプの企業

を生み出したといえる。負け組み企業とはいえ，多くのステークホルダーのな

かに存在している。したがって，多様なステークホルダーの利害を充足する努

力をしなければならない。それは企業の持続可能な成長のすべを模索するため

に必要不可欠なことである。

本研究プロジェクトは，初期段階から企業の持続的競争優位実現のための戦

略経営の条件を見出そうと継続して取り組んできた。製品あるいは製造技術の

イノベーションである価値創造の実現につながる戦略，トップ，組織学習，戦

略提携などの諸要因について分析し，なかでもトップのリーダーシップのあり

方，組織知の増幅・伝播といった要因がイノベーションに重要なかかわりを持

っていることが明らかにされてきた。

しかし，グローバル化の進展やユーザー・ニーズの変化が著しく，こうした

波に乗れない企業が業績を悪化させることになり，いわゆる負け組み企業とな

っているケースが多い。企業は多様なステークホルダーのなかに存在する実体

として簡単に市場から退出していいというものではなく，ステークホルダーの
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利害充足のために存続しなければならない。

本稿はこうした視点から，企業が存続するために如何なる戦略行動をとる必

要があるのかについて分析しようと試みている。つまり価値創造プロセスの活

性化の成果である製品や製造技術のイノベーションにつながる要因を明らかに

しようという試みにほかならない。

２００７年調査は，上場１２８２社にアンケート調査を郵送し，１１５社から回答を

得た。それ以前の調査における有効回答数は，２００３年：２３９社，２００４年：２３３

社，２００５年：２０３社，２００６年：１６２社となっている。文中の相関係数はすべて

２００７年調査にもとづき，統計的に５％水準で有意である。なお，相関係数にマ

イナス表示が付してあるものがみられるが，それは設問のスコアが逆方向にな

っているからである。また，文中の (Q1-1) といった表記は，アンケートの項

目番号を示している。質問の詳細は，巻末に資料として添付した調査票を参照

していただきたい。

１． 経営環境の変化と日本企業の戦略動向

１９９０年代のバブル崩壊から長期的な不況に喘いできた日本経済も，ようや

く最悪期を脱却し，マクロ的には徐々に明るさを取り戻してきたといわれてい

る。とはいえ，ミクロ的に見ると，勝ち組・負け組み企業の識別がより明瞭に

なってきたといえよう。勝ち組企業であれ，負け組みと称される企業であれ，

いずれもグローバル化の進展という状況の下で存続をかけた競争を展開しなけ

ればならなくなっている。そこで，まずは昨今の日本企業における環境認識と

戦略動向についてみていくことにしたい。

長期重点経営戦略

新製品開発が主軸

調査開始からほぼすべての年度において，長期の経営戦略 (Q1-2-2) として

新製品開発を重視する企業が多く，今回初めて５０％を超えた。新製品開発は

競争優位構築のための重要戦略として位置づけられている。また，製品そのも

のを売るだけでなく，製品に関連するトータルな提案を含め，付加価値を高め

ようとする積極的努力も続けられている。
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国際化の動向

企業を取り巻く環境要因としては，この１，２年で海外競合他社との競争激

化をあげる企業の割合が大きく増えた。こうした動向は，ボーダレス化が進行

している証であるといえよう。日本企業が海外に進出する一方で，海外から競

合企業が自らの得意分野を目指して日本市場に進出してきており，モノや技術

のグローバル化だけでなく，資金（株主）のグローバル化が進展している。

短期重点経営戦略

主力製品市場の成熟化と合理化・省力化，多角化

市場が成熟化するということは，自社がターゲットとする市場の規模が伸び

なくなり飽和状態に至ることを指す。企業がそういった状況で利益を確保する

には，短期的には「合理化・省力化」が効果的であると考えられる。しかし，

その効果には自ずと限界があり，過度に人員削減を行えばモラール・ダウンを

招き，長期的には競争優位構築にはつながらない。少なくとも市場の成熟化に

対して，短期の経営戦略 (Q1-2-1) として合理化・省力化よりも既存製品のシ

ェア拡大を目指す企業が多い。シェアを拡大することによって当面の利益を確

保しつつ，その余力で長期的には企業存続のための活路を求めて多角化・新事

業開発を目指そうとしている傾向がみられる。

技術革新の進展と新製品開発

企業を取り巻く環境要因 (Q1-1-1) として，ここ数年，技術革新の進展を重

視する企業の割合が増えていたが，今回調査では相対的に低くなった。

技術革新の進展の「ある／ない」についての企業の判断によって，前述した

短期の経営戦略のなかで企業が重視するもののウェイトを変えてきた可能性を

指摘することができる。すなわち，短期の経営戦略のなかでは合理化・省力化

に注目する企業が一定数あるものの，基本的に企業は，技術革新の進展が「あ

る／ない」によって新製品開発か既存製品のシェア拡大かのどちらか一方を選

択しているという傾向が，ここ数年の調査結果から読み取れる。つまり企業は，

技術革新に進展があると認識すると短期の経営戦略として新製品開発に注力し，

進展がないと認識すると既存製品のシェア拡大に注力してきたという可能性を

指摘できる。
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戦略構築と実践の場としての組織

新製品開発は長期経営戦略の主軸であることが確かめられた。新製品開発を，

組織に保有された知識や情報といった経営資源を多方面に応用・展開して，新

たな組み合わせを実現していく継続的な作業ととらえれば，それを促進するた

めの柔軟な組織構造が求められる。最近の日本企業の組織構造 (Q2-1) をみて

みると，次のような傾向が認められる。

比較的仕事の流れがタテ割り的に配置される職能別組織を導入している企業

の割合は４０％から３０％へと徐々に減ってきている。それに対して，複数の事

業分野を予め束ね，大くくりの事業分野を一つの独立した会社のように運営で

きる分権的なカンパニー制を導入する企業の割合は，２００３年から２００５年にか

けて１５％弱まで増えた。しかし，それをピークに，２００７年は１０％台を大き

く割り込み，事業部制組織が５０％から６０％台へ再び増える傾向になっている。

企業は規模の拡大によって迅速な意思決定が困難になると，その問題を解決

するための１つの手段として分権的組織を導入する。しかし，企業が大きな環

境変化に直面し，企業全体の方向性を新たに定める必要が出てきた際には，過

度に分権化された組織ではコントロールが利かなくなる恐れがある。企業は状

況に応じて，集権的組織と分権的組織とを柔軟に使い分けていることが読み取

れる。

２． 製品イノベーションの取り組みと成果

多くの企業において，新製品開発は最も重視する長期の経営戦略として常に

位置づけられてきた。ここでは企業の新製品開発，すなわち製品イノベーショ

ンの取り組みと成果についてみていく。

企業は，厳しい経営環境のなかでも一定水準の研究開発費を投じるなど製品

イノベーションに積極的である一方，売上高への貢献度という面では必ずしも

そこから十分な成果を得ているとはいえない。ただし，製品イノベーションの

成果には直接数字には表れないものもある。斬新な製品技術の開発やコア技術

の強化，顧客との結びつきの強化といった形での成果のほか，製品イノベーシ

ョンを通して複数のコア技術の新たな結合が生じ，それに伴って組織知の増幅

や移転が行われるといった成果もあり得る。企業の持続的な競争優位という観
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点からは，むしろこれらの成果が重要な役割を果たすということが指摘できよ

う。アンケート調査の結果をみると，例えばコア技術の強化については４割前

後の企業が成果ありと回答するなど，そうした面での成果を認識している企業

は少なくない。

売上高の２～６％程度の研究開発投資を維持

企業の製品イノベーションの取り組みとして，まずは研究開発投資の動向

(Q5-7) をみておきたい。売上高に対する研究開発費の比率に関して２０００年以

降のアンケート調査の結果をみると，２～４％未満とする企業が最も多く，回

答企業全体の２５～３０％程度を占めている。次いで多いのが４～６％未満であり，

２０～２５％程度の割合で推移している。２００１年調査では０～１％未満，１～２％

未満と回答する企業の割合がやや多かったものの，この年を除けば回答企業の

半数超が売上高の２～６％程度の研究開発投資を維持している。企業は厳しい

経営環境のなかでも一定水準の研究開発に取り組んでいるとみられる。

トップは製品イノベーションに「大枠の提示」という姿勢で関与

企業が製品イノベーションを推進するうえでは，トップの関与のあり方が重

要なファクターとなり得る。これについては，ある一定の方向性のもとで創発

的な戦略形成を促すため，トップは幅広いガイドラインを示し，細目は組織の

下部に委ねる（ミンツバーグのいう「雨傘的戦略」）ことの有効性が指摘され

ている１）。本調査では製品イノベーションをアイデアの発案段階 (Q5-2-1) と開

発プロセス (Q5-2-2) の２つの局面に分け，それぞれにおいてトップが大枠だ

けを提示するのか，それとも細部にわたって指示を出すのか，いずれの姿勢で

関与しているかを探った。

結果は，いずれの局面においてもトップは大枠だけを示す傾向が強いという

ものであった。アイデアの発案段階では大枠だけを示す（スコア５，６）と回

答した企業が４割を超えた（２００４年：４７．２％，２００５年：４９．０％，２００６年：４５．７

％，２００７年：４２．５％）。また，開発プロセスにおいても，上述の発案段階ほど

顕著ではないものの，やはり大枠だけを示す（スコア５，６）傾向が強かった

１） Mintzberg, Henry, Mintzberg on Management: Inside Our Strange World of Organizations, Si-

mon & Schuster, 1989, p. 34（北野利信訳『人間感覚のマネジメント』ダイヤモンド社，１９９１

年，５２頁）
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（２００４年：３１．８％，２００５年：３８．５％，２００６年：３１．９％，２００７年：３４．９％）。

戦略商品のコンセプト策定には潜在的顧客・競合他社・自社技術を重視

製品イノベーションのプロセスにおいて，最も上流に位置するのは製品コン

セプトの策定である。企業は何を基準・材料に戦略商品のコンセプトを策定し

ているのであろうか。本調査では，企業が戦略商品のコンセプト策定にあたっ

て基準や材料にすると予想される項目として，潜在的顧客・ユーザーの要望，

競合他社の状況（製品・技術），自社の技術的優劣，有力サプライヤーの意見

という４つに注目した (Q5-6)。

結論としては，企業はいずれの項目も重視して戦略商品のコンセプトを策定

しているようである。潜在的顧客・ユーザーの要望，競合他社の状況（製品・

技術），自社の技術的優劣に関しては，回答企業全体の６０～７０％が非常に重視

する（スコア５，６）と回答した。有力サプライヤーの意見は，やや低い割合

ながら４０％強の企業が非常に重視する（スコア５，６）という回答であった。

企業は潜在的な顧客ニーズや競合他社の動向，自社の技術の優劣などを十分に

考慮し，必要に応じて有力サプライヤーの意見にも耳を傾けながら，戦略商品

のコンセプトを作り上げているとみられる。

以上，企業の製品イノベーションに対する取り組みの現状についてみてきた。

以下ではその取り組みがどのような成果に結びついているかについて検討した

い。

低い新製品の売上高に対する寄与率

製品イノベーションの成果として，まずは新製品の売上高が総売上高に対し

てどの程度貢献しているかをみておきたい。

図表２―１ 総売上高に対する新製品の売上高の寄与率

２００３年 (n=231)

０４年 (n=225)

０５年 (n=191)

０６年 (n=157)

０７年 (n=115)

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

０～５％未満

５～１０％未満

１０～２０％未満

２０～３０％未満

３０～５０％未満

５０％以上
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総売上高に対する新製品の売上高の寄与率 (Q5-3) は，この５年間あまり大

きな変動はみられなかった。寄与率２０％未満と回答した企業が全体の６割強

を占め，貢献度１０％未満とした企業でみてもおおむね全体の４割強を占めた。

換言すれば，回答企業の半数前後が総売上高の８０～９０％を既存事業の既存製

品から得ていることになる（図表２―１）。

数字には表れない製品イノベーションの成果

もっとも，企業における製品イノベーションの成果は，前項で述べた売上高

などの具体的な数字として表れるものばかりではない２）。斬新な製品技術の開

発や保有するコア技術の強化，あるいは顧客との結びつきの強化といった形で

の成果のほか，製品イノベーションを通して複数のコア技術の新たな結合が生

じ，それによって組織知の増幅や移転が行われたといったような成果がある。

企業の持続的な競争優位という観点からは，むしろこれらの成果が重要な役割

を果たすということも指摘できよう。

そうした視点での成果についてみると，主力事業における過去３年間の新製

品開発活動の成果として，従来から保有する社内のコア技術の強化 (Q5-1-3) と

顧客に対する新たな価値提供 (Q5-1-2) が十分に行われたと認識する企業（ス

コア５，６）が比較的多く，この数年間は３０％台後半から４０％台後半の割合

で推移している。また，斬新な製品技術の開発 (Q5-1-1) や複数のコア技術の

新しい組み合わせ (Q5-1-4) に関しては，若干少なくはなるものの，回答企業

の２０～３０％が十分に行われた（スコア５，６）と認識している。

このような成果を認識している企業では，製品イノベーションの推進・実現

に向けたマネジメントが効果的に行われていると考えられる。このタイプの企

業にはどのような組織特性やダイナミズムが備わっているのか。トップやミド

ルはどのようなマネジメント・スタイルをとっているのか。これらの論点につ

いては次節以降で詳しく分析する。

製品イノベーションの成果は互いに相関

前述の製品イノベーションの成果の間には，それぞれ一定の相関がみられた。

２） Sarah J. Marsh, and Gregory N. Stock, “Building Dynamic Capabilities in New Product Devel-

opment through Intertemporal Integration,” The Journal of Product Innovation Management, Vol.

20, 2003, pp. 136-148
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主だったものをあげると，まず，複数のコア技術の新たな組み合わせと以下の

項目との間の相関係数は，斬新な製品技術の開発が０．４１１，従来の生産工程を

大幅に変える製造技術の開発 (Q5-1-6) が０．５０９，従来から保有する社内のコア

技術の強化が０．６４９であった。次に顧客への新たな価値の提供は斬新な製品技

術の開発と０．４９８で，開発スピードの大幅な向上 (Q5-1-5) と０．４４６でそれぞ

れ相関していた。また，斬新な製品技術の開発と従来の生産工程を大幅に変え

る製造技術の開発との相関係数は０．３０３，開発スピードの大幅な向上と従来の

生産工程を大幅に変える製造技術の開発との相関係数は０．４３６であった。かか

る結果から，各項目間における以下のような関係が想起される。

企業が製品イノベーションにおいて，複数のコア技術の新しい組み合わせを

考え，実行していくことは，従来にない斬新な製品技術の開発に結びついてい

る。加えて，その製品化や量産化に不可欠な製造技術の革新も企業にもたらし

ている可能性が高い。そこで生み出された斬新な製品技術はもちろん，製造技

術の革新も開発スピードの大幅な向上といった成果をとおして，顧客に対する

新たな価値の提供につながっていると考えられる。また，複数のコア技術の新

しい組み合わせは，その開発のプロセスをとおして，企業が従来から保有して

いるコア技術の強化という成果ももたらしているようである。

３． 個人レベルの学習を促進するためのマネジメント

「企業は人なり」の言葉に象徴されるように，イノベーションの実現を根底

で支えているのは人の活動である。単に人を資源として重視すれば良いという

ものではない。価値創造のための組織学習に向けて，人々に働きかける必要が

ある３）。ここでは，個々の人々の活動に着目し，個人のパフォーマンスを高め

る施策について分析することとする。

従業員モラールの向上が創造性発揮や能力発揮につながる

従業員個人のパフォーマンスについて経営管理の視点では，従業員モラール

(Q6-1) が取り上げられてきた。個人のパフォーマンス向上を狙った諸施策は，

３） Bartlett, Christopher & Ghoshal, Sumantra The Individualized Corporation, HarperCollins Pub-

lishers, 1997（グロービス経営大学院訳『個を活かす企業：自己変革を続ける組織の条件（新

装版）』ダイヤモンド社，２００７年）
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モラールを介在して生産性へ結びつくと考えられているからである。回答企業

のうち，同業他社と比べて正規従業員のモラールが非常に高い（スコア５，６）

とした企業の割合は，過去５年間，比較的高い値で推移してきた（本社従業員

は２００３年：５０．４％，２００４年：４４．２％，２００５年：３７．８％，２００６年：４１．３％，

２００７年：３９．８％・研究所研究員は２００３年：４９．３％，２００４年：４４．１％，２００５

年：４２．７％，２００６年：４１．１％，２００７年：４８．２％・現場（工場）従業員は２００３

年：３８．１％，２００４年：３７．８％，２００５年：３６．５％，２００６年：３５．８％，２００７年：

３６．５％）。

最近では，従業員が問題解決にあたって創造性を発揮する (Q2-15) ことも求

められている。調査結果によれば，問題解決に向けて従業員が新しいアイデア

を積極的に提案している（スコア５，６）との回答は，２００５年：２３．４％，２００６

年：２４．８％，２００７年：２４．６％であった。また，従業員の能力が十分に発揮さ

れている (Q6-2) という回答は本社従業員で３０％前後（２００３年：３５．２％，２００４

年：２８．０％，２００５年：２３．９％，２００６年：３０．６％，２００７年：３５．１％），研究所研

究員において３０～４０％台（２００３年：４２．４％，２００４年：３４．８％，２００５年：３４．５

％，２００６年：４１．１％，２００７年：４２．９％）で推移している。

さらに，新しいことへ果敢に取り組むには，慣習を打ち破るような従業員の

挑戦意欲 (Q2-9) が高く，仕事そのものに内発的に動機づけられている (Q2-11)

従業員の数が多い方が望ましい。なぜならば，学習をより促進させることにつ

ながるからである。しかし，最近では，従業員に挑戦意欲があふれている（ス

コア５，６）とする企業の割合は１０％台にとどまっており（２００３年：１７．８％，

２００４年：１７．７％，２００５年：１６．６％，２００６年：１３．８％，２００７年：１６．７％），内

発的に動機づけられた従業員が非常に多い（スコア５，６）と回答した企業も

やや低下傾向を示している（２００３年：２１．４％，２００４年：２５．４％，２００５年：２２．９

％，２００６年：２１．９％，２００７年：１９．３％）。

次に，これら個人のパフォーマンス変数相互の関係をみると，いずれも強い

相関がみられた（たとえば挑戦意欲と内発的動機づけは０．５０３，挑戦意欲と創

造性発揮は０．６８３，内発的動機づけと創造性発揮は０．５０８で相関。さらに創造

性発揮はモラール（本社）と０．３９２，モラール（研究所）と０．３７６，モラール

（現場）と０．３９５，能力発揮（本社）はモラール（本社）と０．５７１，モラール（研

究所）と０．５０５，モラール（現場）と０．５０８，能力発揮（研究所）はモラール

（本社）と０．４６４，モラール（研究所）と０．６３９，モラール（現場）とは０．４５２
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でそれぞれ相関）。従業員モラールを高めることで創造性の発揮や能力発揮へ

と結びつくとともに，挑戦意欲が旺盛で内発的に動機づけられた従業員が多い

ほど，創造性の発揮に強く結びついている様子がわかる。

ビジョンの浸透，権限委譲が個の働きを誘う

従業員が企業の中で個を活かし，学習を進め，それが価値創造に結びつくた

めには，従業員自身の主体的な意思決定や行動がなければならない。すなわち，

トップダウンで構築された計画を忠実に実現するだけではなく，現場がもつ

様々なアイデアを反映させ，時として，根本から従来とは異なるビジネスを始

める必要がある（Bartlett & Ghoshal, 1997，前掲書）。そのために個人にまず求

められることは，個の働きを企業の進むべき方向性へと同調させることである。

個人の自由な発想が望まれているものの，あくまでも企業の活動であるために，

企業の取り組みとして認められる必要がある。個人と企業との同調の程度は，

ビジョンの浸透 (Q3-1) によって測定することができよう。

また，従業員がその個を活かすためには，上司から言われたことだけを行う

のではなく，仕事のやり方やスケジュールなどを自分で決められるよう権限が

委譲 (Q2-10) されていることが望ましい。それが個人のアイデアを提案する素

地になると考えられるからである。特に，権限委譲は，個人の能力発揮に結び

つくだけではなく，新たな取り組みを行うことへの機会を提供し，挑戦意欲や

創造性の発揮へ結びつくとともに，自ら好きなことができるようになるため，

内発的動機づけをも刺激することとなる。

ビジョンの浸透の状況については別項で記載している。権限委譲の程度（ス

コア５，６）は，研究所研究員が最も高く（５４．７％），続いて営業部門（４２．６％），

本社管理部門（３７．４％）と続き，従来と同様の傾向がみられる。多くのアイデ

アの提案が望まれる研究所で，自由度が高められている様子がわかる。これら

の要因と，能力発揮や挑戦意欲，内発的動機づけ，創造性の発揮といった個人

のパフォーマンス変数との関係をみると，おおむね強い相関がみられた（たと

えば挑戦意欲は権限委譲（研究所）と０．２９０，権限委譲（営業）とは０．３９５，権

限委譲（本社）とは０．２５８で相関，創造性発揮は権限委譲（研究所）と０．３７０，

権限委譲（営業）とは０．４４０，権限委譲（本社）とは０．３０７で相関）。企業の個

を活かす取り組みが功を奏している様子がみてとれる。
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失敗の許容，評価結果の説明，プロセス評価が効果的

価値創造に結びつくような新しいことへの取り組みに，失敗はつきものであ

る。この失敗をとがめていては，従業員が新しいことに取り組む姿勢が弱くな

る。そのため，新しいことに挑戦し，学習を進めるためには，失敗を許容する

こと (Q6-3) が不可欠となる。また，単に成果を評価するだけではなく，成果

にいたるプロセスを評価する (Q6-8) ことも重要となる。さらに，製品開発の

現場では，個人の貢献度を特定することは困難であるとともに，チームワーク

を維持するためにも，チーム評価の意義は大きい (Q6-7)。チーム評価の状況，

評価の結果を従業員に時間をかけてフィードバックすることにより，それまで

の取り組みが修正され，学習の効果をより高めることとなろう (Q6-4)。

まず，新しいことに挑戦したが失敗してしまった個人を，従来通りで並みの

成果をあげた人と比べて高く評価するという回答（スコア５，６）は，過去５

年間ある程度高い水準を維持している（２００３年：２７．９％，２００４年：３０．０％，

２００５年：３０．０％，２００６年：３６．９％，２００７年：３１．６％）。従来どおりの職務遂

行よりも，新しいことへの挑戦をより評価し，そこでの失敗を許容しようとい

う姿勢がみられる。

プロセスを評価する傾向については，業務に対するプロセスを積極的に評価

する企業（スコア１，２）が約４割であった一方，あまり評価しない企業（ス

コア５，６）は４．４％にとどまった。結果ではなく，どのように職務に取り組

んだかを高く評価する傾向がみられる。他方，チーム評価に関しては，前述の

プロセス評価ほど明確な傾向はみられなかった。企業はチームの貢献度と個人

の貢献度のバランスを取ることに配慮しているとも考えられる。

最後に人事評価結果の説明に関しては，十分に時間をとって行われていると

する企業は昨年調査で改善し，直近の調査でも４０％弱を維持していた（２００３

年：３６．１％，２００４年：３４．３％，２００５年：３５．８％，２００６年：４２．０％，２００７年：

３９．５％）。

失敗の許容，人事評価の十分な説明，ならびにプロセス評価は，個人のパフ

ォーマンスを表す変数と強い相関関係がみられる（たとえば挑戦意欲は失敗の

許容と０．４４１，人事評価の十分な説明と－０．５４４，プロセス評価と－０．２４０で相

関，内発的動機づけは失敗の許容と０．４７４，人事評価の十分な説明と－０．３４９，

プロセス評価と－０．２８９で相関）。このような評価方法が，新しいことに対す

る個人の挑戦意欲や内発的動機づけの高揚につながり，それが個人の学習を促
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進する様子がみて取れる。

顧客ニーズの不連続な変化にどう対処するか

個人は，成功を収めてそのことを高く評価されると，過去にとった行動を強

化してしまい，いわゆる「能力のワナ (competency trap)」４）に陥る恐れがある。

そうならないためには，常に顧客ニーズに変化が生じると認識し，長期の課題

解決に取り組む必要がある。

従業員が顧客ニーズの動向をどのように認識しているか (Q2-18) については，

どちらかといえば現在の延長線で捉えている企業（スコア１，２）の割合が２１．７

％，不連続な変化が生じると捉えている企業（スコア５，６）の割合が１７．４％

を占めた。次に，従業員が長期の課題解決に費やす時間 (Q2-19) に関しては，

あまり時間を費やしていないとする企業（スコア５，６）が２９．８％にのぼり，

かなりの時間を費やしているという企業（スコア１，２）の１０．５％を大きく上

回った。また，そのような活動を評価する企業（スコア５，６）の割合は４３．９

％であった (Q6-5)。

これらの変数と，新しい取り組みを進める個人のパフォーマンス変数とは強

い相関関係がみられた（たとえば挑戦意欲と従業員の市場動向の認識とは

０．５４５，長期の課題解決に費やす時間とは－０．４５２で相関）。変革を進めるには，

挑戦意欲をもって市場ニーズの変化を不連続に捉え，長期の課題解決に費やす

時間を確保し，その活動をどう評価するかが重要である。

４． コラボレーションを通じた学習の促進とイノベーション

企業が製品イノベーションを実現するためには，社内外の多様な経営資源を

有効に活用し，独自の方法で組み合わせていくことが重要となる。ここでは，

部門間の交流や戦略的提携という取り組みに着目し，社内外でのコラボレーシ

ョンを通じた学習がどの程度行われ，製品イノベーションに効果を及ぼしてい

るのかを探っていく。さらに，組織内部での学習や提携パートナーとの組織間

学習を促進する要因について若干検討するとともに，部門間の交流と戦略的提

携の関連性を把握することにしたい。

４） Levitt, B., & March, J. G., “Organizational Learning,” Annual Review of Sociology, Vol. 14,

1988, pp. 319-340
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活発な部門横断的交流が製品イノベーションを後押しする

レオナルド－バートン (Dorothy Leonard-Barton) によれば，製品イノベーシ

ョンは異なる専門分野を積極的に結びつけることによって実現される。つなが

りの薄かった部門との交流は，学習の機会を増やし，組織メンバーが異質な知

識を相互に交換・連結して製品を創造する余地を高めると考えられるからであ

る５）。組織内の各部門には独自の経営資源が蓄積されているが，それらが組織

内の限られた場所だけで利用されていたのでは十分ではない。新製品を切れ目

なく生み出していくためには，部門横断的交流によって現有資源を活発に組み

替えていけるかどうかが鍵となる。

本調査では，新製品開発の際に異なる部門間の情報交流や協力がどの程度な

されているかを職能部門間，事業部門・カンパニー間に分けて質問してきた

(Q2-5)。職能部門間の情報交流や協力が頻繁になされていると回答した企業（ス

コア５，６）の割合は，過去５年間３０％台で安定的に推移してきた（２００３年：

３８．５％，２００４年：３８．５％，２００５年：３５．９％，２００６年：３５．９％，２００７年：３４．３

％）。一方，事業部門・カンパニーを横断して積極的な交流が行われていると

する企業（スコア５，６）の割合は，継続して２０％台を示していた（２００３年：

２１．９％，２００４年：２４．６％，２００５年：２３．１％，２００６年：２６．８％）ものの，２００７

年調査では１８．９％にまで低下している。

次いで，部門横断的な交流と製品イノベーションにかかわる諸変数との関連

性をみると，両変数の間には概ね相関関係が認められる（たとえば複数のコア

技術の新しい組み合わせは職能部門横断的交流と０．２９４，事業部門・カンパニ

ー横断的交流と０．２２４で相関，開発スピードの大幅な向上は職能部門横断的交

流と０．３３９，事業部門・カンパニー横断的交流と０．３０６で相関）。この結果は，

部門横断的な交流が製品開発プロセスの効率性向上に寄与するだけでなく，経

営資源の新結合の可能性を高めて独創性あふれる新製品の開発を促すという傾

向を示唆している。

現在の日本企業では，職能部門間，事業部門・カンパニー間のいずれにおい

ても，部門をまたいだ交流が活発であるとはいいがたく，社内の経営資源が必

ずしも十分に活用されていない状況にある。多くの企業にとっては，部門間の

５） Leonard-Barton, Dorothy, Wellsprings of Knowledge: Building and Sustaining the Sources of

Innovation, Harvard Business School Press, 1995, pp. 67-70（安部孝太郎・田畑暁生訳『知識の

源泉－イノベーションの構築と持続』ダイヤモンド社，２００１年，９８－９９頁）
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連携を一層推し進め，各部門に蓄積された経営資源を積極的に結びつけていく

ことが重要な課題となっている。とくに，事業部門・カンパニー間の独立性に

必要以上にこだわりすぎて，貴重な経営資源が囲い込まれる危険性を回避する

方策が求められているといえよう。

開発活動から獲得した新たな資源を複数の領域・世代にわたり活用することの

重要性

製品イノベーションは目標とする製品や事業を生みだすだけでなく，技術や

市場についての知識といった新たな資源を獲得する活動としても位置づけられ

る６）。製品イノベーションによって創出された多様な資源のなかには，当該活

動に深く関与し，試行錯誤することを通じてはじめて入手できた貴重なものが

含まれている。こうした資源は自社製品に独自性をもたらす基盤になる。ゆえ

に，それらを学習材料として効果的に活用することは，企業の長期的な製品イ

ノベーションにとってきわめて重要である。だが，これまでの多くの研究では，

製品開発活動からもたらされた新規の経営資源をいかに応用し，展開すればよ

いのかという問題が必ずしも十分に考察されてこなかったと指摘される７）。

そこで２００７年調査では，新製品開発を通じて獲得した技術や知識が複数の

領域や世代にわたっていかに活用されているのかを聞いた (Q5-6)。回答結果

によれば，新たに獲得した資源が同一部門のその後の開発活動に積極的に応用

されている（スコア５，６）とする企業の割合が４９．１％，他の事業部門の開発

活動に積極的に応用されているという割合が２０．４％であった。開発活動の過

程で手に入れた経営資源に対しては，同一部門の世代を越えた応用は進んでい

るものの事業領域をまたいだ資源展開は十分になされていないといえる。

開発活動で得た新たな資源のその後の開発への応用，ならびに他の事業部門

の開発への応用と製品イノベーション変数との間には相関関係が認められる

（複数のコア技術の組み合わせとそれぞれ０．２９４，０．３５２，開発スピードの大幅

な向上とそれぞれ０．４７８，０．４６６）。開発成果としての独自資源を複数の世代や

領域にわたって効果的に活用できるか否かは，製品イノベーションの成果に影

６） Bowen, H. Kent, Kim B. Clark, Charles A. Holloway, and Steven C. Wheelwright, The Perpet-

ual Enterprise Machine: Seven Keys to Corporate Renewal through Successful Product and Proc-

ess Development, Oxford University Press, 1994, p. 267

７） Danneels, Erwin, “The Dynamics of Product Innovation and Firm Competences,” Strategic Man-

agement Journal, Vol. 23, No. 12, 2002, p. 1096
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響を及ぼす傾向にあることを読み取ることができる。

部門横断的交流，開発成果の多方面への展開・次世代への応用を促すマネジメ

ント要因

それでは，部門横断的交流や開発活動で獲得した経営資源の応用を促すには

どのようなマネジメント要因に働きかけていけばよいのか。本項ではごく簡単

に触れておきたい。

最近，職務の専門化が進むにつれて拡大した部門間の知識ギャップを埋める

試みが注目を集めている。異質な分野とのコミュニケーションをはかろうとし

ても，知識ギャップの存在ゆえに相手の言葉や考えを理解できない企業メンバ

ーが多いとされるからである。たとえば，企業メンバー全体を貫く共通知識の

涵養を目指した取り組みが少なからず見受けられるようになった（スコア５，

６の回答は，２００５年：２０．２％，２００６年：１８．１％，２００７年：２５．２％）(Q6-6)。

こうした試みによって異部門間に横たわる知識のずれを小さくすることで，経

営資源を特定の場所にとどめることなく多方面に展開，応用する余地を高める

ことが期待される（職能部門間の交流と０．２５６，開発活動で得られた知識のそ

の後の応用と０．４３２，開発活動で得られた知識の他領域への応用と０．２９１でそ

れぞれ相関）。

また，部門を越えたローテーションの実施 (Q2-16)（職能部門間のローテー

ションと職能部門間の交流は０．３４２，新たな資源のその後の開発への応用とは

０．２０２で相関，事業部門間のローテーションと事業部門間の交流は０．２９０，開

発活動で得られた知識の他領域への応用とは０．２３６で相関）やインフォーマル

・コミュニケーションの活用 (Q2-4)（職能部門間の交流とは０．３３６，事業部門

間の交流とは０．３７５，開発活動で得られた知識のその後の応用とは０．３４３，開

発活動で得られた知識の他領域への応用とは０．２０２で相関）も活発な部門横断

的交流や開発活動で獲得した経営資源の積極活用に結びついている。しかし，

インフォーマル・コミュニケーションを頻繁に活用しているという企業の割合

が２０％台中頃で推移しているのに対して，ローテーションを積極的に行って

いるという企業は，１０％台と低い割合にとどまっている。

オープン・イノベーションの１つの手段としての戦略的提携

従来，多くの大企業では，イノベーションは自前の中央研究所によって独力

イノベーションの源泉としての学習能力
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で創出されるケースが多かった。しかし，技術の複雑化・高度化がますます進

む中で巨額の研究開発投資を維持することが難しくなってきているだけではな

く，イノベーション創出には自前では賄いきれない多種多様な経営資源が必要

になってきている。それゆえ，企業がイノベーションを効果的に創出するため

には，自前主義に固執するクローズド・イノベーションから社外の経営資源を

積極的に活用しようとするオープン・イノベーションへのシフトが欠かせな

い８）。一般に，オープン・イノベーションは企業内部と外部のアイデアを有機

的に結合させ価値を創造することを意味するが，その１つの手段に戦略的提携

がある。

近年の企業動向をみるかぎり，多くの企業は戦略的提携などの外部企業との

協力関係に取り組んでおり (Q1-4)（２００３年：８４．０％，２００４年：７９．３％，２００５

年：７６．１％，２００６年：７６．７％，２００７年：７４．８％），その約半数の企業は戦略的

提携を通じて提携パートナーの経営資源（能力）を補完的に活用して新製品・

新事業開発を進めようとしている (Q1-5)（２００３年：５０．０％，２００４年：４７．３％，

２００５年：４２．０％，２００６年：５２．１％，２００７年：５８．１％）。とりわけ，戦略的提

携に対して積極的な取り組みをしている企業ほど，期待した経営資源の相互提

供が実現できている (Q1-9)（－０．３４１で相関）。このように，多くの企業はオ

ープン・イノベーションを実現する１つの手段として戦略的提携を積極的に活

用してきている。

提携パートナーとの組織間学習を促進する要因

戦略的提携が社外の経営資源を活用するための１つの手段であるとしても，

外部企業と提携さえすれば必要な経営資源を容易に獲得できるわけではない。

通常，市場取引で獲得困難な価値ある経営資源は当該企業に固有のものである

ことから，企業内の複雑な社会的コンテクストに埋め込まれ，粘着的かつ模倣

困難な特性を有している。その獲得には提携パートナーとの密なコミュニケー

ションによる組織間学習が求められる。事実，提携パートナーとのオープンな

コミュニケーションを行っている企業 (Q1-7) ほど，期待した経営資源の相互

提供が実現できている（－０．３７８で相関）。

８） Chesbrough, H., Open Innovation: The New Imperative for Creating and Profiting from Technol-

ogy, Harvard Business School Press, 2003（大前恵一朗訳『オープン・イノベーション―ハー

バード流イノベーション戦略のすべて』産業能率大学出版部，２００４年）
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もちろん，提携パートナーとの経営資源の相互提供を実現する組織間学習に

は，オープンなコミュニケーション以外にも重要な促進要因はある。例えば，

提携パートナーとの共通目標の周知・徹底 (Q1-8) は，提携に際して互いに何

を学習すべきかを明らかにする上で重要であり，提携パートナーとの経営資源

の相互提供を促進する（０．３８９で相関）。さらに，提携パートナーとの契約の

相互遵守（０．５６６で相関），協力規範の確立（０．５５１で相関）は，提携パートナ

ーとの信頼関係を醸成し，組織間学習を促進するインフラを整備する上で必要

不可欠であるといえる (Q1-9)。

戦略的提携におけるリエゾンの役割

提携パートナーとの経営資源の相互提供を実現する組織間学習には，オープ

ンなコミュニケーション，契約の相互遵守，協力規範の確立といった要因が

重要となるものの，同時にリエゾンの存在も看過してはならない (Q2-7)

（－０．２４２で相関）。そもそも，リエゾンとは情報の収集や発信の起点となる人

材を指している。リエゾンは情報の収集や発信の起点であるがゆえに，提携パ

ートナーとのコミュニケーションの起点としての役割を有しており，組織間学

習を促進する上で極めて重要な役割を果たしていると考えられる。

日々の部門間コミュニケーションが戦略的提携の成果を高める

前述のように新製品・新事業開発を進める上では，異なる部門間によるコミ

ュニケーションが欠かせない。部門間コミュニケーションは，部門を横断する

経営資源の流れを作り出し，企業内に分散した経営資源の共有・活用を促進す

るという点で組織学習の基本であるといえる。ここで注目すべきは，部門間コ

ミュニケーションの有効性はなにも企業内に限定されるわけではないというこ

とである。

例えば，企業内における部門間コミュニケーションを常日頃から心がけてい

る企業は，戦略的提携等の外部企業との協力関係に積極的であるだけではなく

（職能部門横断的交流と－０．２６３，事業部門・カンパニー横断的交流と－０．２６１

で相関），提携パートナーとのオープンなコミュニケーションにも積極的であ

る（職能部門横断的交流と－０．２６９，事業部門・カンパニー横断的交流と

－０．２９４で相関）。さらに，こうした企業は提携パートナーとの経営資源の相

互提供を実現できている（職能部門横断的交流と０．３１３，事業部門・カンパニ

イノベーションの源泉としての学習能力
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ー横断的交流と０．２６６で相関）。

以上のことから，部門間コミュニケーションは提携パートナーとの組織間学

習を進める上で基本的な要因であり，企業内において部門間コミュニケーショ

ンを常日頃から心がけることは，戦略的提携の成果を高める組織能力を育むこ

とにつながるものと推察される。

５． 個の創造性発揮を通した組織知の増幅に果たすミドルの役
割：個人学習から組織学習へ

価値創造プロセスを活性化し，競争優位を実現するためには組織を構成する

人々が如何に創造性を発揮し，組織レベルの知の向上を図るかが重要となる。

それは個人による創造的学習を促し，その成果とエネルギーを組織学習につな

げていくことができるかにかかっている。トップの戦略的意図を人々が理解・

共鳴し，目的達成に向かって深くコミットすることが求められる。そのためミ

ドルは組織変革を促進するという新たな役割は果たさなければならず，さらに

個人学習を組織学習へと橋渡ししなければならない９）。

戦略的意図への共鳴と目的達成に向けた組織変革とミドル

組織変革は企業にとって，新たな戦略展開のために不可欠である。人々が慣

性で行動するような考え方が組織に生まれてくる恐れがあるからである。その

結果，組織変革にあたってミドルや一般従業員に抵抗 (Q2-8) が生じると，戦

略行動の新たな取り組みは大きな障害に直面することになる。抵抗感をみると，

過去の調査同様に一般従業員に比べてミドルの側に抵抗感が強い（スコア１，

２がミドルで２００３年：２３．６％，２００４年：１７．５％，２００５年：２１．５％，２００６年：

２０．５％，２００７年：２７．８％，一般従業員で２００３年：６．１％，２００４年：７．８％，２００５

年：１４．０％，２００６年：７．５％，２００７年：７．０％となっている）。

ミドルの組織内における管理者としての長年の経験が抵抗感につながってい

くことになるからであろう。また組織変革によって組織内における人々の社会

的関係が変化するという危惧の念が存在するからであろう。組織変革に抵抗を

示さないミドルは，従来の組織のルールにとらわれず (Q2-3)，部下に状況に

応じた活動を行うように奨励し（０．３２０で相関），挑戦意欲 (Q2-9) を喚起する

９） Gilbert Probst & Bettina Buchel, Organizational Learning, Prentice Hall, 1997
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傾向が強いといえる（０．４１５で相関）。このように組織変革に抵抗を示さない

ミドルは個人学習を促進するような役割をはたしていることがわかる。

このように促進される個人学習で得られた知識を組織に伝播させ，組織レベ

ルの知の向上を図らなければ，新たな戦略形成・策定につなげることはできな

い。そこで個人学習を組織学習へと橋渡しする作業が必要になる。

この場合，ミドルに資源配分などの裁量権を与える (Q4-6) ことも重要であ

る。大幅な裁量権を与えている企業（スコア５，６）の割合は１３．４％で，例年

と同じく低いレベルにとどまっている（２００５年：２０．５％，２００６年：２１．４％）。

ミドルへの真の権限委譲にまだ不安を覚えている企業が少なくないといえよう。

しかし，ミドルから変革への協力を引き出し，挑戦意欲にあふれる企業家的

組織を構築するには，ミドルの資源配分の裁量権が重要と考えられる。つまり，

ミドルに資源配分の裁量権が十分に与えられている企業では，ミドルの変革に

対する抵抗感が少なくなり（０．２２９で相関），多くの従業員が内発的に動機づ

けられ (Q2-11)（０．４０８で相関），挑戦意欲にあふれる傾向がみられる（０．３７３

で相関）。また，そうしたミドルの下で，従業員は問題解決にあたり創造性を

発揮 (Q2-15) しており（０．３８９で相関），短期の目標達成だけでなく長期の問題

解決にもかなりの時間を費やす (Q2-19) 傾向が認められる（－０．４２８で相関）。

個人学習から組織学習へ橋渡しするミドルの役割

組織学習は個人という媒体とその個人間の相互作用として行われ，その組織

の能力と特性とともに一緒になって異なった全体を構成するものである。その

意味するところは，個人による学習プロセス自体は重要であるが，人々の相互

作用がなされることによって知識や技術が統合化され組織知としての創造的ア

イデアが生まれるということにほかならない。

個人学習から組織学習への橋渡しが行われるためには，コミュニケーション

や前に述べたように共有ビジョンへの共鳴を通した統合といった条件が満たさ

れなければならない。

コミュニケーターとしてのミドル

コミュニケーションは相互理解を通した集団的な見方を開発することにつな

がる。とくに上下のコミュニケーション (Q4-2-1) はトップのビジョンの共有

化を進める役割を果たしている。上下のコミュニケーションは組織のフラット

イノベーションの源泉としての学習能力
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化 (Q2-2) によってより円滑にされる。組織のフラット化の効果と経営要因の

相関をみると，フラット化は縦の情報伝達経路の短縮による効果であるビジョ

ンの共有化 (Q3-1)（０．３５２で相関），それに伴う挑戦意欲の喚起 (Q2-9) など

（０．３０６）と従来どおり相関がみられる。

上下のコミュニケーションへのミドルの働きかけは，左右のコミュニケーシ

ョン (Q4-2-2) への働きかけよりも積極的という傾向が継続してみられる。ビ

ジョンの理解や経営方針の提示 (Q4-3-1) と引き続き相関（－０．４６７）し，また，

そうしたミドルの姿勢が従業員の挑戦意欲の喚起につながっている（０．５１８で

相関）。左右のコミュニケーションは，上下と同じく従業員の挑戦意欲を喚起

（０．３５９で相関）するとともに，インフォーマル・コミュニケーション (Q2-4)

や異部門間交流 (Q2-5) を促進している（インフォーマル・コミュニケーショ

ンと０．２８８，職能部門横断的交流と０．２１６，事業部間・カンパニー横断的交流

と０．３３２で相関）。このようにコミュニケーションという手段を通じて人々の

相互理解が促進され組織学習が行われる条件が整備されることになる。では，

具体的には部下の創造性を引き出すためにミドルはどのような役割を演じるの

であろうか。そこでは従来型の管理者とは質的に異なった役割が求められてい

ると想定される。

「部下の創造性を引き出す役割」をミドルの新たな役割として重視

ミドルの役割として部下の創造性を引き出す役割，部下の緊張感の緩和，ア

イデアの統合者としての役割の３つが重要と考えられる (Q4-1)。いずれの役

割も大変重視しているとした企業（スコア１，２）は，図表４―１のように過去

の調査同様高い割合を示しており，とりわけ部下の創造性を引き出す役割が最

も重視されていることがわかる。部下の創造性を引き出す役割は，トップのビ

ジョンの従業員への理解を促進（－０．３９７で相関）している。またこのミドル

の役割は，とりわけ部下のアイデアを戦略提案へと方向付ける役割である部下

図表４―１ ミドルの役割

０３年 ０４年 ０５年 ０６年 ０７年

部下の創造性を引き出す役割 ７４．８％ ６６．８％ ６８．３％ ６１．７％ ６０．６％

部下の緊張感の緩和 ４６．１％ ４２．３％ ４６．４％ ４０．４％ ４３．９％

アイデアの統合者としての役割 ５２．１％ ５０．２％ ５０．４％ ５０．６％ ４８．２％
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から提案されるアイデアの統合者としての役割と高い相関（０．６１７）を示して

おり，部下の創造性を引き出す役割を担うミドルは部下のアイデアを戦略提案

に結びつける努力をしているといえよう。

このようなミドルの役割やコミュニケーターとしての働きかけが「ホット・

グループ」と呼ばれる集団を生み出す可能性を高める。ホット・グループとは，

「同じ目的意識を持った従業員がインフォーマルに集まって，問題解決に取り

組む熱意ある集団１０）」をいう。ホット・グループでは，メンバー同士の活発な

相互作用によって問題解決が試みられるため，個人学習の組織学習へのブリッ

ジがなされることになる。実際，ホット・グループの生成 (Q2-17) と新製品開

発の成果との間には強い相関が認められる（従来とは一線を画す斬新な製品技

術の開発とは－０．２５３，顧客に対する新たな価値の提供とは－０．２１５，従来から

保有する社内のコア技術の強化とは－０．２３７，複数のコア技術の新しい組み合

わせとは－０．３１０でそれぞれ相関）。

ただし，ここ数年日本企業のホット・グループの生成を調べた結果，頻繁に

生成されると答えた企業の割合は，まだ１０％台にとどまっている（２００５年：

１１．４％，２００６年：１０．０％，２００７年：１４．９％）。この結果は，組織内にホット・

グループが生成されるには，マネジャー側に今までのマネジメントとは異なる

やり方が必要であることを物語っているに他ならない。とりわけミドルには，

ホット・グループの生成と関連して，従来の単なる管理・監督としての役割を

超えて，部下のアイデアを戦略提案に結びつけるための，いわばアイデアの統

合者としての役割や（０．２６５で相関），コミュニケーターとしての役割（上下，

左右各々と－０．２２８，－０．１９８で相関）を積極的に果たすことが求められる。

組織目標実現に向けて：ミドルによる経営方針・短期の具体的目標の提示

ミドルが部下に経営方針 (Q4-3-1) や短期の具体的目標 (Q4-3-2) を提示する

ことによって，人々は方針や目標実現に向けて精力的に活動するようになる。

ミドルが，経営方針を「意図がわかるように説明している」とする企業（スコ

ア１，２）は，２００３年：４４．８％，２００４年：３８．４％，２００５年：３６．６％，２００６年

４２．８％，２００７年：３３．６％となっている。ミドルが経営方針の意図がわかるよ

１０） Leavitt, Harold J., and Jean Lipman-Blumen, “Hot Groups,” Harvard Business Review, July-

August, 1995, p. 109（熊谷鉱司訳「ホット・グループが生み出す相違と組織活力」『ダイヤ

モンド・ハーバード・ビジネス』，Decmber.-January，１９９６年，４１頁）
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うに説明しているとする企業では，組織を構成する人々がビジョンをより理解

している（－０．４８４で相関）。明確な経営方針の伝達が，ミドルの上下・左右

のコミュニケーション（各経営方針の大枠提示と上下のコミュニケーションと

－０．４６７で相関し，左右のコミュニケーションと０．３５８で相関）という活動を

とおして人々の交流を活発にし，その結果人々の挑戦意欲も喚起されることに

なる（－０．４５１で相関）。

ミドルによる短期目標が具体的に部下に提示されているかをみると，経営方

針についての意図の説明と同様に，より具体的に目標を提示しているとする企

業（スコア１，２）が高い比率を示している（２００３年：４９．３％，２００４年：４８．７

％，２００５年：４７．８％，２００６年：４４．１％，２００７年：４５．１％）。短期目標を具体

的にミドルが提示することによって部下が日常的な問題の処理と将来の課題解

決に取り組みやすい環境が作られ，複数の核となる技術を組み合わせた新事業

・新製品開発に貢献しているといえる（－０．２７８で相関）。

部下の提案内容についてのミドルの知識・経験－ミドルは組織学習の媒介者

部下から提案される新事業・新製品の内容について，ミドルがどの程度知識

や経験を持っているか (Q4-7) を調べた結果，十分に持っていると回答した企

業（スコア５，６）の割合は４２．５％である（２００５年：４２．１％，２００６年：４０．３

％）。これは，ミドルが自ら学習に努めることで，新製品開発における中心的

な役割を果たそうとする姿の現れであるといえる。

また，他の経営要因との関係をみても，普段から学習に努めるミドルは，常

に部下の持つ市場・技術情報を重視する姿勢 (Q4-4) をとっており（０．４２４で

相関），部下のアイデアを的確に評価し，その実現に向けて上司に積極的に提

案する傾向 (Q4-5) が認められる(－０．３０３で相関）。このようなミドルの姿勢が，

再び部下の挑戦意欲を喚起し（０．３２３で相関），創造性の発揮を促すことで

（０．３０３で相関），新製品開発につながる組織学習の好循環を招くことになると

いえよう。

人々の創造性発揮をより促すためには，ミドルが前述のような新たな役割を

担うだけでなく，組織としてサポート体制を整備しておくことも重要となる。

現場からミドル，ミドルからトップのいずれにおいても，手厚いサポート体制

を整えるとする企業の割合が低下しているが，手厚いサポートがあることが従

業員の挑戦意欲を喚起し，部門を越えたインフォーマル・グループやホット・
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グループの形成を促進する，という関係には変化はない（現場からミドルのサ

ポート体制と挑戦意欲は０．４７２，ミドルからトップのサポート体制と挑戦意欲

は０．３０７，現場からミドルのサポート体制とホット・グループの生成は－０．２５２，

トップのサポート体制とホット・グループの生成は－０．２６１それぞれで相関）。

６． ダイナミックな組織学習を実現するための土壌

ここでは，これまで考察されてきたイノベーションを実現するための組織の

学習能力を支え，それらを創造すると同時にさらなる向上へと導くようなダイ

ナミックな組織学習を実現するための土壌となる組織要因について考察を進め

ていく。

組織学習を促すトップの役割

ビジョンの浸透が好循環の起点－トップの姿勢が企業内のコミュニケーションを

円滑にし，従業員の挑戦意欲を高める－

ダイナミックな組織学習により，組織メンバーの能力や組織の知識を活用し，

イノベーションを生起させるには，まずトップがビジョンや戦略的意図を明確

に示し，イノベーション実現のための諸活動を支持することが必要になる。そ

して，このビジョンは単に上から押し付けられたものではなく，従業員の共感

を得られていることで，従業員の組織学習への取り組みを促すことになる。ビ

ジョンが浸透し，従業員の共感を得られている (Q3-1) と，彼らのモラールは高

まり（本社と０．４８０，研究所と０．４７１，現場と０．４７３で相関），挑戦意欲（０．５８８

で相関）や内発的動機付け（０．４５５で相関）につながり，創造性を発揮（０．５６２

で相関）するようになり，個人学習が促進されるのである。

このようなトップのリーダーシップは，企業の方向性を大枠として示し，そ

の中で個人の創造性を発揮させるものであり，ビジョナリー・リーダーシップ

といわれるものである。ビジョナリー・リーダーシップでは，企業家的なマネ

ジメント・スタイルが必要とされる。また，トップが企業家的特性を備えてい

ることの程度が戦略行動にとって重要であるといわれている。企業家的特性を

より発揮しているトップ (Q3-2) は自らのビジョンを組織に浸透させることに

努めていることが分かる（０．２９９で相関）。

組織内のコミュニケーションが円滑になり将来ビジョンに共感する従業員が
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多ければ，目標が明確になり，個々人のエネルギーを集中させることができる

ので組織のあらゆる面で好循環が起こる。このことは，すべての調査年度の結

果から，裏付けることができた。目標の明確化は個々の従業員の挑戦意欲を高

めることにつながるなど多くの面で企業を活性化することにつながっている。

ここではさらにビジョンの浸透度とトップの企業家精神との相関係数を比較す

ることによって，ビジョンの浸透度の重要性を浮き彫りにしたい。特に２変数

の差が長年にわたり顕著だったのは，すでに指摘したようにミドルのコミュニ

ケーション能力（ミドルによる上下・左右のコミュニケーション，経営方針・

短期の具体的目標の提示）であった。

ミドルは大企業の部門横断的活動を支える重要な役割を果たすため，そのコ

ミュニケーション能力の有無が企業の成果を左右する。ミドルのコミュニケー

ション能力は個人学習から組織学習への橋渡しに大きな影響を与える要因であ

る。これらが機能する前提として，共有ビジョンの浸透と従業員への共感が存

在するものと考えられる。

一方，現在のように，企業を取り巻く環境が不連続に変化する状況では，組

織内の情報だけでなく，日々変化する市場やニーズ，競合企業の動向など外部

からの情報を積極的に取り入れて組織学習を促進することが求められる。この

ような状況におけるトップの役割は，市場などの波打ち際の情報に積極的に接

し，自ら市場やニーズの変化を迅速に感知していくことである。今年度新設し

たトップの波打ちぎわ情報への接近の積極さの程度 (Q3-3) をみると，熱心に

接する傾向が強い（スコア１，２）とする回答が６７．６％となり，多くの企業のト

ップが波打ち際の情報に積極的に接しようとしていることが分かる。このよう

なトップは，内外情報の結節点となるリエゾンの育成への熱心であり（０．３４０

で相関），そのような姿勢によって，従業員も顧客ニーズの動向を不連続な変

化が生じると捉える傾向にある（－０．２９３で相関）のではないだろうか。

組織学習における組織文化の役割

組織学習を促す土壌となる組織文化

組織文化とは，組織のメンバーによって共有され，メンバーが変わっても永

続的にその組織に存在し続ける価値観や行動様式を指す１１）。組織文化は，様々

１１） Kotter, John P. & Heskett, J. L., Corporate Culture and Performance, The Free Press, 1992, p. 4

（梅津祐良訳『企業文化が高業績を生む』ダイヤモンド社，１９９４年，６－７頁）
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な組織行動に影響を及ぼし，組織学習を促すうえでの土壌となる。イノベーシ

ョンに向けた組織学習では，組織のメンバーは従来の延長上にない新たな発想

を創出するために，組織で変化や柔軟な組織行動を奨励する価値観を共有する

ことが求められる。こうした組織文化を形成するには，イノベーションによっ

て生み出された価値を提供する主な対象としての顧客・ユーザーへの姿勢が重

要となろう。また，組織内の多様な価値観や行動様式を活かすことが新たな発

想を生み出すような組織学習を促進する１２）ため，部門文化という観点からも

検討していきたい。

組織メンバーに従来の組織ルールにとらわれず，状況に応じて変化しながら

柔軟な行動を行うことを奨励するような組織文化 (Q2-3) を持つ企業では，部

門横断的な交流の程度（職能部門間と０．４７０，事業部・カンパニー間と０．３６６

で相関）インフォーマル・コミュニケーションの活用度（０．５３０で相関），ホ

ット・グループ生成の程度（－０．２４２で相関），従業員の内発的動機づけの程

度（０．４４０で相関），従業員の挑戦意欲の程度（０．４７０で相関）といった組織学

習を促進する要因が各々高い傾向にある。さらに，このような組織では，あら

ゆる部署が顧客・ユーザーからの要望に対し柔軟に対応できる体制 (Q2-6) を

整えていることが多い（－０．２７６で相関）。

また，組織内の多様な価値観（部門文化）の相互作用によって組織に新たな

発想がもたらされている組織 (Q2-14) では，変化や柔軟な組織行動を奨励する

組織文化（全社文化）や，顧客への柔軟な適応体制を有している程度が高く（職

能部門間の部門文化の多様性とそれぞれ０．３７６，０．３０６で相関，事業部・カン

パニー間の部門文化の多様性とそれぞれ－０．３２９，－０．２４２で相関），部門横断

的な交流の程度（職能部門間，事業部・カンパニー間），インフォーマル・コ

ミュニケーションの活用度，ホット・グループ生成の程度，従業員の内発的動

機付けの程度，従業員の挑戦意欲の程度，といった上記と同様の組織学習を促

進する各要因とも関係がみられる（職能部門間の部門文化の多様性とそれぞれ

０．３９８，０．２７７，０．３８２，－０．２８６，０．３２０，０．３４３，事業部・カンパニー間の部門

文化の多様性とそれぞれ０．２８０，０．２７２，０．３８４，－０．２４３，０．２５５，０．２９５で相関）。

このように，変化や柔軟な組織行動を奨励する組織文化（全社文化）が様々

な組織行動の土壌となることで，多様な部門文化の相互作用によって新たな発

想が生み出されるなどの組織学習が促進されると考えられよう。

１２） 河野豊弘「全社の企業文化と部門文化」『組織科学』，Vol. 27 No. 2，１９９３年，５６－５７頁
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組織学習の基盤としての社会性の確立

公正性，透明性，誠実性から構築された信頼が組織学習の基盤に

組織的にイノベーションを創造するには，部門の壁を超えた人や情報の交流，

相互の対話を促進し，組織学習を生起させることが必要になる。そのような活

動が活発になされるためには，社員相互が深い信頼で結ばれていることが前提

となる１３）。さらに，このような組織内の信頼を構築するためには，公正性 (Q2-

12)，透明性 (Q2-13)，誠実性 (Q2-20) といった倫理的価値観が浸透しているこ

とが必要になる１４）。

倫理性を視野に入れたマネジメントが行われることで，従業員のモラールが

向上し（モラール（本社）と公正性とは０．４８９，透明性とは０．４２２，誠実性と

は０．４９０で相関），その結果，挑戦意欲が高まり（公正性と０．４７３，透明性と

０．４０４，誠実性と０．４９５で相関），内発的に動機付けられ（公正性と０．４４３，透

明性と０．３８０，誠実性と０．３９８で相関），創造性を発揮し（公正性と０．３９２，透

明性と０．３４９，誠実性と０．３５４で相関）自律的な行動をとるようになる。

さらに，組織に倫理性風土が醸成されることで，従業員相互の信頼も構築さ

れ，それがインフォーマル・コミュニケーションを活発にし（公正性と０．３１９，

透明性と０．４０２，誠実性と０．３９３で相関），部門を超えた情報の交流（職能部

門間の異部門間交流と公正性とは０．３１２，透明性とは０．３３１，誠実性とは０．２６８

で相関）や新製品開発を通じて獲得した知識のその後の応用（当該部門のその

後の活動と公正性とは０．３５１，透明性とは０．２９２，誠実性とは０．３２５，他の事

業部門の活動と公正性とは０．３０７，透明性とは０．２４８，誠実性とは０．３１９で相

関）を促しているのであろう。

長期的維持・発展を目指してステークホルダー重視の傾向が高まる

現代の企業にとって，企業を取り巻くステークホルダーはその維持・発展に

影響を与える重要な存在となっている。すなわち現代の企業はその制度的状況

から，経営環境であるステークホルダーの存在を無視した経営を行うことは不

可能であり，多様な利害を有するステークホルダーに対して責任を果たす必要

１３） Ruppel, C. P. and S. J. Harrington, “The Relationship of Communication, Ethical Work Climate,

and Trust to Commitment and Innovation,” Journal of Business Ethics, Vol. 25, 2000, pp. 313-328

１４） Mayer, R. C., J. H. Davis and F. D. Schoorman, “An Integrative Model of Organizational Trust,”

Academy of Management Review, Vol. 20, No. 3, 1995, pp. 709-734
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が求められている。

このようなステークホルダーへの考慮やステークホルダー間の調整といった

活動は，一見するとイノベーションの実現やそれを可能にする組織能力の構築

に直接的に関わるものにみえないが，全く関係のないものではない。ステーク

ホルダーの中には従業員が含まれるが，組織能力を実際に担うのは従業員であ

る。したがって，従業員への配慮が足りない場合は組織能力の水準も低いもの

になる。また，ユーザーや供給業者といったステークホルダーの存在は，実際

に製品を開発，展開する際に重要な役割を担う立場にある。さらには，これら

ステークホルダー間の利害が調整されている場合，その企業への社会的な評価

が高まることとなって企業とステークホルダーとの信頼関係が高まり，イノベ

ーションの実現に不可欠と考えられる価値創造プロセスが活性化すると考えら

れる。

本調査ではこうした観点から株主，従業員，顧客・ユーザー，供給業者，金

融機関，政府，地域社会といった各ステークホルダーについて，どれだけ考慮

を行っているかの質問を行っている (Q3-5)。考慮の度合いが高かった（スコ

ア５，６）順にみると，顧客・ユーザー：８９．３％，株主：８６．８％，従業員：７７．２

％，供給業者：５８．９％，地域社会：５４．４％，金融機関：４７．３％，政府：２７．２％

となっている。顧客・ユーザーを重視する割合が最も高い結果となったが，こ

れは企業がイノベーションの実現を重視しているあらわれと解釈できよう。さ

らに２００３年度からの調査を踏まえた過去５年間の動向をみると，ほとんどの

ステークホルダーにおいて考慮する割合（スコア５，６）が上昇している。ス

テークホルダーをより重視する傾向をみることができる。

これらステークホルダーに関する設問と他の設問との相関分析をみると，ま

ず従業員については，従業員の挑戦意欲（０．４０５），従業員の内発的動機付け

（０．４３９），従業員の創造性発揮（０．３２８）さらにはモラール（本社）（０．５１２）な

ど従業員の個人学習を促進する要因と高い相関関係がみられる。そしてそれを

支える要因としての人事評価システムを問う設問である加点評価（０．５０５），人

事評価の説明（－０．３８４）とも高い相関関係がみられる。それらによって可能

となると考えられる組織内のコラボレーションを問う部門横断的交流（職能部

門間とは０．３０３，事業部・カンパニー間とは０．２５１），ビジョンの共有（０．５０３），

知識の共有化（０．４２９）などの設問とも高い相関関係にあった。

イノベーションの実現に重要な存在となる顧客・ユーザー，供給業者につい
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ては，イノベーションの実現を問う各設問と高い相関がみられた（顧客・ユー

ザーと顧客に対する新たな価値とは０．２５５，コア技術の強化とは０．２３７，新し

い組み合わせとは０．２８３，潜在的顧客・ユーザーの要望とは０．４８５で相関，供

給業者と顧客に対する新たな価値とは０．２３２，新しい組み合わせとは０．２０６，

開発スピードの向上とは０．２３７，製造技術の開発とは０．２９０，有力サプライヤ

ーの意見とは０．３１１で相関）。

委員会設置による公正性の実現については意見が分かれる

近年の企業経営においてステークホルダー，特に株主との関係をはかる目的

から委員会を設置する企業が増えてきている。この背景には，９０年代以降の

企業業績の悪化，企業不祥事の頻発といった要因が存在している。委員会設置

会社への移行によって，業務の執行と監督の機能を明確に分離し，コーポレー

ト・ガバナンスを強化して，経営の透明性を高め，公正さを維持しようとする

ねらいがある。

本年度の調査ではこのような委員会設置の動向に着目し，委員会設置によっ

て公正さを保たれると考えているかについての問を新設した (Q3-4)。集計結

果をみると，５，６と回答した企業の合計は１５．７％であり，委員会設置会社に

よる経営の公正さの維持に懐疑的な姿勢をみることができる。日本監査役協会

の調査によれば委員会設置会社の形態を採用している企業は１０７社に過ぎず，

上場企業に限れば７２社であり，全上場企業の２％にも満たない採用率である。

委員会設置会社に対する評価が高くなく，実際に移行する企業が極めて少な

いのは，委員会設置会社の制度的な不備によるものと推察される。すなわち，

制度の要である社外取締役は常勤が義務付けられていない，親会社・取引先と

の独立性が疑われる者でも資格を有するため，監視機能の実効性に疑問が持た

れているもことも採用企業が少ない一因と考えられる。前身の委員会等設置会

社から数えて４年余り，委員会設置会社として新会社法に引き継がれてから１

年余しか経っていないことから今後の制度改定および企業の動向を注視するこ

ととしたい。
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